
資料４

「外国人雇用状況」の届出状況まとめ
（令和５年10月末現在）



日本で就労する外国人のカテゴリー（総数204.9万人の内訳）

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態で就労が可能。

① 就労目的で在留が認められる者 約59.6万人
（いわゆる「専門的・技術的分野の在留資格」）

・ 一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生
活に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

⑤ 身分に基づき在留する者 約61.6万人
（「永住者」､「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」

(主に日系人)が含まれる）

・ これらの在留資格は、在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬
を受ける活動が可能。

③ 技能実習 約41.3万人
・ 技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。

・ 平成22年７月１日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から
雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることとなった。

② 特定活動 約7.2万人
（経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、ワーキング・ホ
リデー等が含まれる）

・ 「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容
により報酬を受ける活動の可否が決定。

④ 資格外活動 約35.3万人

・ 本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内(１週28時間以内等)で、相当と
認められる場合に、報酬を受ける活動が許可。

（留学生のアルバイト等）

※ 外国人雇用状況の届出状況（令和５年10月末時点）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、
在留期間等を確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律第28条）。なお､特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の者は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教 授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営･管理 企業等の経営者・管理者

法律
 ･会計業務

弁護士、公認会計士等

医 療 医師、歯科医師、看護師

研 究 政府関係機関や私企業等の研究者

教 育 中学校・高等学校等の語学教師等

技 術
 ･人文知識
 ･国際業務

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務
従事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

介 護 介護福祉士

技 能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、
航空機の操縦者、貴金属等の加工職人等

特定技能 特定産業分野（注）の各業務従事者

（注） 介護､ビルクリーニング､素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業､建設､造

船･舶用工業､自動車整備､航空､宿泊､農業､漁業､飲食料品製造業､外食業

2



224 253 297 320 309 
319 

339 367 413 459 496 532 546 580 595 616 
83 

97 
108 110 108 122 

147 192 
240 

297 

344 
373 370 335 331 353 

11 
130 134 137 

145 

168 
211 

258 

308 

384 402 352 343 
413 

95 
112 

123 
6 7 8 

9 

13 

19 

26 

36 

41 
46 

66 73 

72 

85 
100 

111 
121 124 133 

147 

167 

201 

238 

277 

329 
360 395 

480 

596 

486 

563 
650 686 682 718 

788 

908 

1,084 

1,279 

1,460 

1,659 
1,724 

1,727 

1,823 

2,049 

15.7% 15.5%

5.6%

-0.6%

5.1%

9.8%

15.3%

19.4%
18.0%

14.2% 13.6%

4.0%

0.2%

5.5%

12.4%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

-200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

専門的・技術的分野の在留資格

特定活動

技能実習

資格外活動

身分に基づく在留資格

総数

対前年増加率（右軸）

（単位：千人）

（年）

在留資格別にみた外国人労働者数の推移
○ 日本で就労している外国人は､2023年10月末時点で2,048,675人（225,950人増）、増加率
は前年比12.4％増となり、前年の5.5％から6.9ポイント上昇。

○ 在留資格別に増加率の大きい順でみると､「専門的・技術的分野の在留資格」（前年比 24.2％、
115,955人増）､「技能実習」（同 20.2％、69,247人増）､「資格外活動」（同 6.5％、21,671
人増）となっている。

出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」
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出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末時点）

○ 産業別に増加率の大きい順でみると､「建設業」（前年比 24.1％、28,192人増）､「医療、福

祉」 （同 22.2％、16,500人増）､「製造業」（同 13.9％、67,271人増）、「宿泊業、飲食

サービス業」（同11.9％、24,930人増）となっている。

4



製造業

552,399 人

27.0%

サービス業

（他に分類されないもの）

320,755 人

15.7%
卸売業、小売業

263,555 人

12.9%

宿泊業、飲食サービス業

233,911 人

11.4%

建設業

144,981 人

7.1%

医療、福祉

90,839 人

4.4%

情報通信業

85,401 人

4.2%

教育、学習支援業

80,033 人

3.9%

その他

276,801 人

13.5%

外国人労働者数
2,048,675人

産業別外国人労働者数

出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（令和５年10月末現在）」

○  産業別にみると､「製造業」が552,399人で最も多く､外国人労働者全体の27.0％を占める｡
  次いで「サービス業（他に分類されないもの）」が320,755 人（同15.7％）､「卸売業､小売業」

  が263,555人（同12.9％）､「宿泊業､飲食サービス業」が233,911人（同11.4％）となっている｡
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国籍別にみた外国人労働者数の推移

○ 国籍別に増加率の大きい順でみると､「インドネシア」（前年比56.0％、43,618人増）、ミャ
ンマー」（同 49.9％、23,690人増）､「ネパール」（同 23.2％、27,391人増）となっている。

○ 割合では、「ベトナム」が518,364人で最も多く､外国人労働者全体の25.3％を占める｡
 次いで、「中国」が397,918人（同 19.4％）､「フィリピン」が226,846人（同 11.1％）と
なっている｡

出典：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末時点）
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日本で就労する外国人労働者（在留資格別・国籍別）

○ 国籍別・在留資格別にみると、ベトナムは「技能実習」が209,305人（40.4％）、「専門的・技
術的分野の在留資格」が159,962人（30.9％）｡

 ○ そのほか、インドネシアは「技能実習」が68,236人（56.2％ ）、ネパールは「資格外活動」が
95,325人（65.5％）、フィリピンやブラジル､ペルーは「身分に基づく在留資格」が多い｡

在留資格 総数
①専門的・技術的
分野の在留資格

②特定活動 ③技能実習 ④資格外活動
⑤身分に基づく

在留資格

全国籍計 2,048,675 595,904 71,676 412,501 352,581 615,934

ベトナム 518,364 159,962 27,301 209,305 101,530 20,262

中国
（香港、マカオを含む）

397,918 148,207 4,518 36,558 73,621 135,004

フィリピン 226,846 30,458 5,085 37,856 3,463 149,975

ネパール 145,587 39,196 3,024 1,968 95,325 6,072

ブラジル 137,132 1,017 130 63 479 135,442

インドネシア 121,507 34,299 5,212 68,236 6,633 7,127

韓国 71,454 30,758 2,216 13 7,198 31,264

ミャンマー 71,188 18,927 11,656 24,130 12,344 4,131

タイ 36,543 8,495 626 12,087 2,038 13,295

ペルー 31,584 209 43 65 99 31,167

Ｇ７等 83,882 46,819 1,389 13 3,332 32,289

その他 206,670 77,557 10,476 22,207 46,519 49,906

出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（令和５年10月末時点）」

（単位：人）
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出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（各年10月末時点）」

外国人雇用事業所数の推移

○ 外国人を雇用する事業所数は､2023年10月末時点で318,775所（19,985所増）、伸び率は

前年比6.7％増となり、前年の4.8％から1.9ポイント上昇。
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